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平成２７年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の

審査意見について

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された平成２７年度

山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について審査した結果、次のとお

り意見書を提出します。
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１ 一般会計について 

（１）歳 入

  ① 歳入決算額は、前年度と比較して１１０億１,８９１万１,４０８円（２.３％）の減となって

いる。                                    （第１表参照）

  これは主に、県税が１２２億６,９５５万３,６３４円、地方消費税清算金が１３２億

６,７１５万３,８６８円増加したものの、繰入金が公共施設整備等事業基金からの繰入額減少な

ど１５０億２,０９０万５,２７１円、県債が一般補助事業債の減少など８９億１,２８０万円、

国庫支出金が土木費国庫補助金の減少など５５億５,０９８万２,２２７円減少したことなどに

よるものである。

また、歳入状況を自主財源と依存財源でみると、歳入総額に占める割合は、自主財源が

４３.６％、依存財源が５６.４％となっており、自主財源比率は前年度と比較して２.４ポイン

ト上昇している。                     （第２表・第３表参照）

  我が国の経済状況は、平成２８年８月に内閣府が公表した月例経済報告によると、「景気は、

このところ弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いている。」とされている。

同様に本県経済情勢についても、雇用情勢の改善が続く中で、景気が持ち直していくことが期

待されるが、海外景気の下振れ懸念に引き続き留意する必要がある。

   こうした経済動向の中で、県の財政基盤の安定を図るため、企業誘致など県内経済の活性化を

図る施策を積極的に推進し、県税をはじめとした自主財源の充実、確保に努められたい。 

   同時に、地方税財源の充実強化と地方交付税の必要額の確保を引き続き国に要望されたい。 

自主財源と依存財源の比率
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② 県債発行額は、前年度と比較して８９億１,２８０万円減少したことなどにより、年度末残高

は、前年度末の１兆５億４,７０２万６,２０２円から１７０億５,２１５万２,７９２円減少し

９,８３４億９,４８７万３,４１０円となった。 

これは、単独事業債が３６億９,９００万円増加したものの、一般補助事業債が８４億

７,３００万円、臨時財政対策債が４２億２,３８０万円減少したことなどによるものである。

臨時財政対策債を除く県債残高は減少傾向にあるが、多額の県債残高は、後年度の財政負担と

なり、財政の硬直化を招く要因ともなることから、引き続き県債残高の着実な削減を図られたい。

また、臨時財政対策債についても、交付税措置されることとなるものの県の債務となることから、

必要な交付税の措置と償還財源の確保を国に要望されたい。

【自主財源】

・県税 976億円余

・地方消費税清算金 

336億円余

・諸収入 288億円余

・繰入金 256億円余

【依存財源】

・地方交付税 1,331億円余

・国庫支出金 595億円余

・県債 586億円余



― � ―

県債残高の推移
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・「臨時財政対策債等」の平成２４年度分残高は、臨時財政対策債３,０２４億円余、平成２２年４月１日よ

り病院事業会計から一般会計に移管された病院事業債３３５億円余である。

③ 不納欠損額は、１億９,２８１万４,９１４円で、前年度と比較して９,６３２万６,７６１円

（３３.３％）減少している。                      （第１表・第６表参照）

   不納欠損処分は、債権管理の効率性や決算における債権の適正な表示を行う意味から、時効の

成立等により徴収ができないと認定されたものなど、やむを得ないものではあるが、財源確保や

公平性の観点から常に債権の実態把握に努めるとともに、時効期限が到来した債権などについて

は、速やかに手続きを行うなど、適切に対応されたい。 

不納欠損額の推移
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○不納欠損額 1億 9,281万円余 

・対前年比では 9,632万円余(33.3%)減少

○不納欠損額の主なもの 

・個人県民税 1億 2,298万円余 

・自動車税   2,259万円余 

・不動産取得税 1,133万円余 

○県税が1億 7,571万円余となっており、

不納欠損額のうち 91.1％を占めてい

る。 

○依存財源である県債発行額は 586 億

円余 

・対前年比では 89億円余(13.2%)減少

○県債発行額の主なもの 

・臨時財政対策債  260億円余 ※１

・一般補助事業債  232億円余 ※２

・単独事業債   89億円余 ※３

（参考） 

○県全体の県債残高は1兆  181億円余

・一般会計   9,834億円余

・特別会計   335億円余

・企業会計    10億円余

※１ 臨時財政対策債は、国の地方交付税特別会計の財源が不足し地方交付税として交付するべき財源が不足した場

合に地方交付税の交付額を減らして地方公共団体に地方債を発行させるものである。臨時財政対策債の元利償還

金相当額は、全額が後年度地方交付税の基準財政需要額に算入される。 

※２ 一般補助事業債は、国の補助事業や国直轄事業に係る県債。

※３ 単独事業債は、県単独事業などに係る県債。 
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④ 収入未済額は、３０億６，５６８万４，８７１円で、前年度と比較して１，１４１万５，６９４円

（０.４％）減少している。                        （第１表・第８表参照）

このうち、県税の収入未済額は、前年度と比較して６,３５１万８,４１２円減少し１８億

９,６８４万７,０７８円である。その主なものは、個人県民税１４億３,８３７万４,８７６円、

不動産取得税２億１０万６,４６２円及び自動車税１億６,８２４万１,４２０円である。

高額徴収猶予案件(１億４千万円余)があった不動産取得税が１億８００万７,８５６円増加し

たものの、個人県民税については市町村との連携の効果などにより、１億１,９４５万

２,０３５円減少し、県税の収入未済額は減少している。          （第４表参照）

県税以外の収入未済額は、前年度と比較して５,２１０万２,７１８円増加し１１億

６,８８３万７,７９３円である。その主なものは、県営住宅使用料３億６,６１８万５,８３９円、

行政代執行に係る費用１億９,２８２万３,４５８円及び不当利得返還請求１億５,５９１万

７,０３５円である。                        （第７表参照）

   調定額に対する収入率は９９.３％と前年度と変わらないものの、収入未済額は、引き続き多

額である。債権の回収は、厳しい財政状況の中、財源確保や公平性の観点から重要な課題である。

今後とも、新たな未収金の発生を防止するとともに、滞納初期におけるきめ細かな状況把握や交

渉などにより、債権の早期回収に向けた取組を進められたい。また、法令や山梨県滞納債権処理

方針などに基づく厳正な債権管理を行い、収入未済額の解消になお一層努められたい。

（第１表参照）

収入未済額の推移
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（２）歳 出

① 歳出決算額は、前年度と比較して７０億７,７９６万７,７４０円(１．５％)の減となっている。

（第９表参照）

これは主に、民生費が２４億３,３１０万７,９３８円、基金積立金や市町村への地方消費税交

付金の増などにより諸支出金が１７４億３,７４６万１,８２５円増加したものの、土木費が

１４０億４,０３１万４,７４０円、農林水産業費が３９億４,８５８万９,２９３円、衛生費が

３２億９,０２０万５,９４６円、総務費が３２億７,１２７万７,５２９円減少したことなどによ

るものである。

性質別決算状況をみると、行政経費は２,４２９億７,４３７万７,０００円で、前年度と比較

して１５０億８,４００万５,０００円(６.６％)増加した。        (第１０表参照)

これは、人件費や補助費等の増加などによるものである。また、構成比は５１.９％と前年度

より３.９ポイント増加している。                    

投資的経費は８５９億９,９７１万６,０００円で、前年度と比較して２５８億５,９８４万

２,０００円(２３.１％)減少した。 

これは、補助事業費の減少などによるものである。また、構成比は１８.４％と前年度より

５.１ポイント減少している。

公債費は８６３億１,０７３万１,０００円で、前年度と比較して９億２,８０７万８,０００円

(１.１％)増加し、構成比は１８.４％と前年度より０.４ポイント増加している。 

これは、臨時財政対策債の償還が増加したことなどによるものである。

今後とも、公債費や人件費などの義務的経費の適切な管理に努め、財政の硬直化の抑制を図ら

れたい。

性質別決算の推移
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② 翌年度繰越額は１２９事業、２５３億７,７５６万４,６６９円で、前年度と比較して２７事業、

７６億９,２３６万４,８４４円(２３.３％)減少している。 

これは、平成２６年度においては、平成２６年２月の豪雪の雪害対策に係る多額の明許繰越が

あったことなどによるものである。

内訳は、継続費逓次繰越３事業、６億５,１８２万８,４７１円、繰越明許費１０６事業、

２４２億４,５７２万７,３５３円、事故繰越２０事業、４億８,０００万８,８４５円である。 

今後とも、計画的な事業執行に努めるとともに、繰越に係る事業については、迅速かつ効率的

に実施されたい。

③ 不用額は１７７億２,３９８万９,９３６円で、その主なものは、商工費が５０億８,１１５万

７,９１９円、農林水産業費が４０億６,６３８万４,１２７円であり、前年度と比較して２３億

６,５９６万４,５４５円(１５.４％)増加している。

今後とも限られた財源を有効に活用できるよう適切に予算計上するとともに、引き続き経費の

節減に努める中で、事業の目的に沿った計画的な事業執行に努められたい。

繰越額と不用額の推移 
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収入未済額の推移
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(百万円)

⑥ 各会計の実質収支額推移状況は次の表のとおりであり、平成２７年度の総額は、１１５億

４,８０２万４,３８８円と前年度と比較して増加している。実質収支総額のうち、中小企業近代化

資金特別会計（３７億円余）と市町村振興資金特別会計（３７億円余）で全体の６４.６％（７４億

円余）を占めている。このうち、市町村振興資金特別会計から３億円を一般会計に繰り出している

ところであるが、今後も、特別会計内に留保している資金については、財源の有効活用の観点から

必要に応じ一般会計に繰り出すなど、予算管理と執行に留意されたい。

実質収支額の推移
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恩賜県有財産特別会計 災害救助基金特別会計 母子父子寡婦福祉資金特別会計

中小企業近代化資金特別会計 農業改良資金特別会計 市町村振興資金特別会計

県税証紙特別会計 集中管理特別会計 商工業振興資金特別会計

林業・木材産業改善資金特別会計 流域下水道事業特別会計 公債管理特別会計

←流域下水道事業

←恩賜県有財産

←中小企業近代化

資金

←市町村振興資金

←商工業振興資金
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３ 財産について                           

① 普通財産に係る未利用地については、平成２７年度は、１件、２,４９５.６８㎡を有効利用す

る一方、平成２７年度中に新たに未利用地となったものはないため、２５件、９万

２,６５４.４７㎡が残されている。未利用地の有効利用の推進に引き続き努力されたい｡

② 公共事業に伴う取得用地の当年度分未登記筆数は８２筆であり、前年度の２０８筆に比べて

１２６筆減少している。また、過年度分未登記筆数については、平成２７年度末累計で

２,７０３筆と前年度より１３２筆減少している。

取得用地の登記については､「過年度未登記処理方針」を策定し､未登記の解消に努めており、

ここ数年で着実に減少しているところであるが、依然として多くの未登記筆が残されている。県

有財産の適正管理の観点から､未登記の解消に向け､なお一層努力されたい｡

未登記筆数の推移

3,506 3,429 3,181 3,185 3,328

3,043
2,785

175
284

130

200 356 208

82

3,331 3,145 3,051 2,985 2,972
2,835

2,703

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成２１年度末 平成２２年度末 平成２３年度末 平成２４年度末 平成２５年度末 平成２６年度末 平成２７年度末

筆数

未登記累計数

当該年度未登記数

過年度未登記数

  ③ 平成２７年度の財産に関する調書において、土地や面積の増減高について、実測による訂正が

いくつか含まれていた。

また、公有財産事務取扱規則の規定により、購入（取得）、処分、貸付、行政財産の使用許可

及び財産の借受にあたっては、直ちに移動報告書を提出することになっているが、昨年度に実施

した定例監査においては、提出されていない事例が１６件あった。 

財産の的確な把握は、財産管理の基本であり、有効活用にも資することから、今後も適切な事

務の執行に努められたい。
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実質公債費比率・地方債の元利償還金等の推移
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21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（％）（百万円）

地方債の元利償還金及び準元利償還金 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

単年度実質公債費比率 実質公債費比率（３年平均）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
① 75,374 79,173 78,536 78,266 78,650 79,215 79,326

準元利償還金 ② 4,263 2,953 3,489 4,102 5,338 5,575 5,718
③＝①+② 79,637 82,126 82,025 82,368 83,988 84,790 85,044

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 ④ 44,653 45,207 45,919 46,877 49,241 51,225 52,672
元利償還金等の基準財政需要への未算入額 ⑤＝③-④ 34,984 36,919 36,106 35,491 34,747 33,565 32,372
単年度実質公債費比率 ⑥ 16.8 16.9 16.8 16.4 16.4 16.1 15.3
実質公債費比率（３年平均） ⑦ 14.2 15.7 16.8 16.6 16.5 16.2 15.9
標準財政規模 ⑧ 253,510 263,298 261,026 263,473 260,864 260,067 264,906

93.9 88.2 92.5 93.8 93.4 93.4 92.3

地方債の元利償還金及び準元利償還金（元利償還金等）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分
地方債の元利償還金（繰上償還額、特定財源を除く）

（単位：百万円、％）

経常収支比率

実質公債費比率⑦ ＝
地方債の元利償還金(特定財源等を除く)①＋準元利償還金②－基準財政需要額算入額④

標準財政規模⑧－基準財政需要額算入額④

将来負担比率の推移

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

① 1,155,043 1,187,798 1,194,260 1,191,375 1,193,518 1,181,261 1,166,218

うち、設立法人の負債額等負担見込額 28,458 28,530 26,763 26,444 25,586 23,616 22,612

② 639,620 691,261 713,249 721,882 736,797 735,997 736,510

③ 253,510 263,298 261,026 263,473 260,864 260,067 264,906

④ 44,653 45,207 45,919 46,877 49,241 51,225 52,672

⑤ 246.7 227.6 223.6 216.7 215.8 213.2 202.4

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

将来負担比率

将来負担額

充当可能財源等

標準財政規模

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

（単位：百万円、％）

将来負担比率⑤ ＝
将来負担額①－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）②

標準財政規模③－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）④

○ ①の地方債の元利償還金とは、地方債の元利償還額から特定財源等を控除したもの。 

○ ②の準元利償還金とは、満期一括償還地方債の元金償還金相当額、公営企業債の償還に充てたと認められる繰出金及

び債務負担行為に基づく支出等。 

○ ④の元利償還金等に係る基準財政需要額算入額は、地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される元利償還金及

び準元利償還金の合計。 
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第 ６  決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算について

（単位：円）

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ-Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般 474,253,707,621 468,026,104,908 6,227,602,713 2,697,175,387 3,530,427,326

特別 294,198,656,138 282,485,163,137 11,713,493,001 165,468,613 11,548,024,388

計 768,452,363,759 750,511,268,045 17,941,095,714 2,862,644,000 15,078,451,714

一般 485,272,619,029 475,104,072,648 10,168,546,381 7,177,970,845 2,990,575,536

特別 307,183,851,883 295,588,066,339 11,595,785,544 203,732,475 11,392,053,069

計 792,456,470,912 770,692,138,987 21,764,331,925 7,381,703,320 14,382,628,605

一般 △ 11,018,911,408 △ 7,077,967,740 △ 3,940,943,668 △ 4,480,795,458 539,851,790

特別 △ 12,985,195,745 △ 13,102,903,202 117,707,457 △ 38,263,862 155,971,319

計 △ 24,004,107,153 △ 20,180,870,942 △ 3,823,236,211 △ 4,519,059,320 695,823,109

歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

対
前
年

度
増
減

歳出決算額年
度

会
計
別

歳入決算額 実質収支額

27

26

  歳入歳出差引額は、一般会計が６２億２,７６０万２,７１３円、特別会計が１１７億１,３４９万

３,００１円、合計１７９億４,１０９万５,７１４円で、前年度の合計額と比較して３８億

２,３２３万６,２１１円（１７.６％）減少した。

  歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は、一般会計が３５億

３,０４２万７,３２６円、特別会計が１１５億４,８０２万４,３８８円、合計１５０億７,８４５万

１,７１４円で、前年度の合計額と比較して６億９,５８２万３,１０９円（４.８％）増加した。
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第３款 民生費

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.8

翌年度繰越額
年度

対

前

年

度

比

較

金

額

率

％

2,131,070,496 2,433,107,938 0

予算現額に

対する支出

済額の割合

   　 ％

53,694,386,496 52,062,304,290 0 157,518,000 1,844,640 1,472,719,566 97.0

51,563,316,000 49,629,196,352 0 546,825,496 119,480,000 1,267,814,152 96.2

204,905,414

104.1 104.9 － 28.8 1.5 116.2

△ 389,307,496 △ 117,635,360

27

26

  
○決算額の内容は、次のとおりである。

社会福祉費             ４００億３,２１１万５,６０５円

児童福祉費             １１０億３,５６３万１,３２９円

   生活保護費               ９億６,４８０万４,３８２円

   災害救助費                 ２,９７５万２,９７４円

増加したもの

社会福祉費               ２０億８,７９２万１,８４２円

児童福祉費                ３億４,７１６万２,６６６円

生活保護費                ４８９万３,５９５円

減少したもの

災害救助費                  ６８７万 １６５円

  ○繰越明許費の内容は、次のとおりである。

知的障害者援護費               ９,８２２万円

社会福祉村管理費               ４,７６１万６,０００円

身体障害者援護費               １,１６８万２,０００円

○事故繰越の内容は、次のとおりである。

障害福祉指導費               １８４万４,６４０円

○不用額の主な内容は、次のとおりである。 

重度心身障害者医療費助成事業費補助金   ３億３,２７０万６,４３７円

民間保育所等施設型給付費負担金      １億 ８７６万３,１２１円

災害救助基金特別会計への繰出金        ８,５２９万８,０００円

重度心身障害者医療費貸与事業費         ８,３１３万１,０００円

老人福祉施設等施設整備費補助金（繰）     ６,６００万円

国民健康保険調整交付金            ５,７３６万５,０００円

障害者日中活動支援サービス費負担金      ４,９０７万４,１４２円

地域子ども・子育て支援事業費補助金      ３,９０２万８,０００円

社会福祉村管理費事業経費           ３,７０８万３,８７６円

後期高齢者医療給付費負担金          ３,４０９万８,０８４円

児童入所施設等措置費             ２,７６５万５,６５７円

放課後児童健全育成事業費補助金        ２,５６０万円

後期高齢者高額医療費負担金          ２,１０６万３,０３７円
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○歳入の決算額の内容は、次のとおりである。

繰越金                 ３８億８,１６４万５,１２５円

貸付金元利収入             １３億９,８６９万１,７６２円

減少した主なもの

繰越金                 ３億５,４６１万３,２１５円

貸付金元利収入（元金）         １億１,６４４万５,０００円

増加したものはない。 

歳 出

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ
1.1

81.0 － － － 65.4
率
％

80.0

△ 400,000,000 △ 356,200,000 0 0 0 △ 43,800,000対
前
年

度
比
較

金
額

1,873,858,000 0 0 0 126,500,000 93.726 2,000,358,000

0 0 0 82,700,000 94.827 1,600,358,000 1,517,658,000

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

○歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。

市町村振興資金貸付金          １２億１,７３０万円

一般会計繰出金             ３億円

減少したもの

一般会計繰出金             ４億円

増加したもの

市町村振興資金貸付金             ４,３８０万円

○不用額の内容は、次のとおりである。

市町村振興資金貸付金             ８,２７０万円

（７）県税証紙特別会計

歳 入

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円   の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 5.1 0.0

率
％

140.1 133.0 133.0 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

430,514,000 354,789,500 354,789,500

943,300 100.1 100.026 1,073,379,000 1,074,322,300 1,074,322,300 0 0

95.0 100.0

年度

27 1,503,893,000 1,429,111,800 1,429,111,800 0 0 △ 74,781,200
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平成27年度基金運用状況審査意見書



梨 監 第 ５ ９ ６ 号

平成２８年 ９月 ９日

山梨県知事 後 藤  斎 殿

山梨県監査委員  小 野   浩

山梨県監査委員  小 泉 久 司

山梨県監査委員  渡 邉 英 機

山梨県監査委員  白 壁 賢 一

平成２７年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の

審査意見について

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された平成２７年度

山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について審査した結果、次のとお

り意見書を提出します。
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